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 Clarke［２］やTideman and Tullock［５］によって開発されたピボタル・メカニズムは，公共
財に対する真の選好を表明することが，各個人にとって支配戦略となるという意味で，誘因両立
性を満たす公共財供給メカニズムである．したがって，理論的には，ピボタル・メカニズムの下
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では，各個人は進んで真の選好を表明するものと期待されている． 
 しかし，固定規模の公共プロジェクトの実施の可否決定問題に適用されたピボタル・メカニズ
ムの性能に関するAttyeh et al［１］やKawagoe and Mori［３］の実験結果によれば，彼らの実験
で被験者に求められた公共プロジェクトへの評価の表明回数のうち，あらかじめ実験者により被
験者に割当てられた真の評価値が表明された回数の割合（以下これを「真実表明率」と呼ぶ）
は，約10％（Attyeh et al［１］の実験）ないしは17％（Kawagoe and Mori［３］の実験）に過ぎ
なかった． 
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２．ピボタル・メカニズムの実験モデル 
 本研究の実験で用いられるピボタル・メカニズムの構造は，次のように記述される． 
 まず，２人の意思決定主体の各々は，公共プロジェクトに対する評価として，s L ，s M ，s H
（ただし，s L < s M < sH とする）の３つの値のうちの１つを表明することを求められる．各主体
i（ i =１,２）によって表明される評価値si は，当該主体のプロジェクトに対する真の評価値θ i
と異なっていても良い．ただし，θ i も，s
L
，s M ，s H のうちの１つの値に限定されている． 




 主体 iは，他方の主体の表明するプロジェクトの評価値を s−i と表わすとき，s1 + s2 ≥ c かつ
s−i < ，あるいは，s1 + s2 < cかつs−i ≥ が成り立つ場合には，固定費用負担額に加えて，
           s− i − だけのClarke税を負担しなければならない．上記の２つの場合以外では，Clarke税はゼ
ロである． 
 したがって，Clarke税をti と表わすならば，意思決定主体iの利得uiは，プロジェクトが実施さ
れる場合にはui = θi − − tiであり，プロジェクトが実施されない場合にはui = −ti となる． 
 Clarke［２］やTideman and Tullock［５］によって，より一般的なフレームワークで示された
ように，以上のような構造を持つピボタル・メカニズムの下では，公共プロジェクトに対する真







一意的な支配戦略となる．すなわち，s M < ≤ sH かつs L + sH < c < sM + sH が成立している












   
si ／ s− i  sL  sM  sH  
sL  0  0  −( sH −   ) 
sM  0  0  θi −  
sH  0  θi − −( − sM ) θi −  
 
表２．２主体３戦略環境におけるピボタル・メカニズムの利得表（低コストケース) 
   
si ／ s− i  sL  sM  sH  
sL  0  −( sM −   ) θi −  
sM  0  θi −  θi −  
sH  θi − −( − sL ) θi −  θi −  
 
ただし，表１における( si , s− i)=(s L , sH)の場合の利得の(sH −   )の部分と( si , s− i)=(sH , sM)
の場合の利得の(  − sM)の部分，および，表２における( si , s− i)=(s L , sM)の場合の利得の





，s M ，s H
のいずれであっても，真実表明 si = θi が一意的な支配的戦略となる．したがって，ピボタル・
メカニズムの支配戦略を常に選択するＤ行動を採用した場合，被験者 iが受け取る 低の利得
は, 高コストケースでは表１より, θi = s
L
のとき−(sH −   )< 0 , θi = sMのときsM −   < 0 , 
そしてθi = s
H
のとき 0 となり，低コストケースでは表２より，θi = s
L
のとき s L −   < 0 ，
θi = s
M
のとき0 ，そしてθi = s
H
のとき sL + sH − c > 0 となる． 
 これに対して，被験者 iがClarke税を無視して利得構造を理解し，その利得構造の下での支配
戦略を選択するＩ行動をとるときには，表１，表２においてClarke税の部分をゼロとおいて利得






も低コストケースにおいても，真実表明 si = θi が選択されるが，θi = s
M
の場合には，高コスト
ケースでは sL が，低コストケースでは sH が選択されることになる．したがって，Ｉ行動を採用







の場合には，高コストケースでは−(sH −   )< 0 ，低コス
トケースでは sL + sM − c < 0 となる． 
 以上に述べたところから，Ｄ行動を採用した場合に被験者 iが受け取る 低利得とＩ行動を採
用した場合に被験者 iが受け取る 低利得とは，θi = s
M
の場合にのみ異なり，その差は，高コ
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「演習Ⅱ」の所属学生（４年生）10名を被験者として行われた． 
 実験において被験者の表明しうる公共プロジェクトの評価値は，s L ＝３，s M ＝９，s H ＝15
に設定され，彼らに割り当てられる真の評価値θi もこの３つの整数値に限定された． 
 実験は，それぞれ12ラウンドからなる４セッション行われ，第１セッションでは被験者の半数
が c = 14のプロジェクト実施費用の設定の下でプロジェクトへの評価値 si を選択し，残りの半数
が c = 22の実施費用の設定の下で si を選択した．第２セッションでは，被験者間で実施費用の設
定を入替えて実験が行われた．第３セッションでは，被験者の半数が c = 16の実施費用の設定の




行われた．第１セッションにおいて c = 14の実施費用の設定の下で意思決定を行った被験者の相
手を務めたエクセル・ファイルの例が，表３に示されている． 
   
表３．本研究の実験で用いられたエクセル・ファイル上の表（実施費用14の場合の例) 
   
ラウンド 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
 開始 * * * * * * * * * * * * 
 あなたの利益Pi 15 9 3 9 15 15 9 3 3 15 3 9 
 あなたの評価Si 15 9 3 9 15 15 9 3 3 15 3 9 
 相手の評価S-i 9 3 15 9 3 15 15 9 3 15 3 9 
 グループ決定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ 
 相手の決定 ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ × ○ 
 費用負担Ci 7 0 7 7 7 7 7 0 0 7 0 7 
 追加費用負担Ti 0 0 0 0 4 0 0 2 0 0 0 0 
 得点Ui 8 0 -4 2 4 8 2 -2 0 8 0 2 
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れる場合には「○」，実施されない場合には「×」），「相手の決定」（ s−i ≥   の場合には


















 表４は，プロジェクト実施費用の設定値ごとに，各被験者の真の評価値θi ごとの各戦略 si の
選択割合を示したものである． 
 表４の各実施費用の設定ケースの表頭には，真の評価値がθi であった場合に被験者の選択し




おいて被験者が真実表明 si = θi を選択したラウンド数の合計が算出され，これを総意思決定ラ 
────────────
  １  実験で用いた「実験説明」や「実験記入用紙」については，読者からの請求があれば送付する．連絡
先は，mori@econ.nagoya-cu.ac.jp． 
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表４．実験Ⅰにおける各被験者の真の評価値ごとの戦略選択割合 
   
 被験者 3-3 3-9 3-15 9-3 9-9 9-15 15-3 15-9 15-15 行動類型 
1 0.50 0.25 0.25 0.50 0.25 0.25 0.25 0.50 0.25 その他 
2 0.75 0.00 0.25 0.75 0.25 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｉ行動 
3 0.75 0.25 0.00 0.25 0.25 0.50 0.50 0.25 0.25 その他 
4 1.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｉ行動 
5 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
6 1.00 0.00 0.00 0.75 0.25 0.00 0.75 0.00 0.25 その他 
7 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 1.00 0.00 その他 
8 1.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｉ行動 
9 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
10 1.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｉ行動 
c＝22 
合計 9.00 0.50 0.50 5.25 4.00 0.75 1.50 1.75 6.75 − 
被験者 3-3 3-9 3-15 9-3 9-9 9-15 15-3 15-9 15-15 計 
1 0.25 0.50 0.25 0.50 0.25 0.25 0.25 0.50 0.25 その他 
2 1.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｉ行動 
3 1.00 0.00 0.00 0.25 0.75 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
4 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
5 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
6 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 1.00 その他 
7 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
8 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
9 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 






  ー 
ス 
c＝20 
合計 8.25 0.50 1.25 1.75 7.00 1.25 0.25 0.50 9.25 − 
被験者 3-3 3-9 3-15 9-3 9-9 9-15 15-3 15-9 15-15 計 
1 0.25 0.50 0.25 0.50 0.50 0.00 0.25 0.00 0.75 その他 
2 0.25 0.50 0.25 0.25 0.25 0.50 0.00 0.00 1.00 その他 
3 0.50 0.00 0.50 0.50 0.25 0.25 0.25 0.50 0.25 その他 
4 1.00 0.00 0.00 0.00 0.50 0.50 0.00 0.00 1.00 その他 
5 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.25 0.75 Ｄ行動 
6 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 1.00 0.00 その他 
7 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 1.00 0.00 その他 
8 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
9 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
10 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
c＝14 
合計 8.00 1.00 1.00 1.25 7.50 1.25 0.50 2.75 6.75 − 
被験者 3-3 3-9 3-15 9-3 9-9 9-15 15-3 15-9 15-15 計 
1 0.75 0.25 0.00 0.25 0.75 0.00 0.50 0.00 0.50 その他 
2 0.50 0.50 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 その他 
3 1.00 0.00 0.00 0.00 0.75 0.25 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
4 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
5 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
6 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 1.00 その他 
7 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
8 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
9 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 






  ー 
ス 
c＝16 
合計 8.25 1.75 0.00 0.25 8.50 1.25 0.50 0.00 9.50 − 
   





クトの実施費用を c = 22から c = 20に低めた場合，低コストケースにおいて実施費用を c = 14か




   
 高コストケース 低コストケース 
 c＝22 c＝20 c＝14 c＝16 
 (セッション１,２) (セッション３,４) (セッション１,２) (セッション３,４) 
真実表明率 65.8％ 81.7％ 74.2％ 87.5％ 
Ｄ行動 ２名（20.0％) ７名（70.0％) ４名（40.0％) ７名（70.0％) 
Ｉ行動 ４名（40.0％) １名（10.0％) ０名（ 0.0％) ０名（ 0.0％) 
その他 ４名（40.0％) ２名（20.0％) ６名（60.0％) ３名（30.0％) 













なっている戦略が存在し，それらが，高コストケース（ c = 22または c = 20）では，θi ＝３およ
びθi ＝９のとき３，θi ＝15のときには15となっている，あるいは，低コストケース（ c = 14ま













 低コストケースにおいては，実施費用が c = 14と低い値に設定された場合でもＩ行動の発生は
認められなかったが， c = 16への実施費用の引き上げによってＤ行動を採用した被験者の割合は
高まっており，３．１項で述べた理論的予想に違背しない結果が得られている． 
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らかの措置を施すことにより，ピボタル・メカニズムの真実表明誘発性能を高める必要性はある
と考えられる．そのような措置として，本研究では，曽山・森［４］の追加実験で導入された事




































 プロジェクトの実施費用は，高コストケースでは c = 22，低コストケースでは c = 14と設定
し，それぞれ12ラウンドからなる４セッションで行われた実験では， 初のセッションで６名の





 利得計算の事前練習では，①プロジェクトの実施費用が c = 14，被験者 i に割り当てられた真
の評価値がθi = ９，被験者 i の選択する評価値が si =３，相手の表明する評価値が s− i =９の場
合，② c = 22，θi = ９， si = ９， s− i = 15の場合，③ c = 14，θi = 15， si = ９， s− i = 15の場
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表６．実験Ⅱにおける各被験者の真の評価値ごとの戦略選択割合 
   
実施費用 措置 被験者 3-3 3-9 3-15 9-3 9-9 9-15 15-3 15-9 15-15 行動類型 
1 0.00 0.75 0.25 0.25 0.00 0.75 0.25 0.25 0.50 その他 
2 1.00 0.00 0.00 0.00 0.75 0.25 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
3 1.00 0.00 0.00 0.25 0.25 0.50 0.00 0.25 0.75 その他 
4 0.25  0.00 0.50 0.25 0.25 0.00 0.50 0.50 その他 
5 0.75 0.25 0.00 0.75 0.25 0.00 0.25 0.25 0.50 Ｉ行動 
6 0.25 0.50 0.25 0.00 0.75 0.25 0.00 0.25 0.75 その他 
7 0.25 0.25 0.50 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 その他 
8 0.50 0.50 0.00 0.25 0.50 0.25 0.00 0.25 0.75 その他 
9 1.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｉ行動 
10 0.50 0.50 0.00 0.25 0.50 0.25 0.00 1.00 0.00 その他 










合計 6.50 2.75 1.00 3.25 5.25 2.50 0.50 2.75 7.75 − 
被験者 3-3 3-9 3-15 9-3 9-9 9-15 15-3 15-9 15-15 計 
1 0.50 0.50 0.00 0.50 0.00 0.50 0.00 0.50 0.50 その他 
2 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
3 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
4 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
5 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
6 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
7 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
8 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
9 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
10 1.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｉ行動 












合計 10.50 0.50 0.00 1.50 9.00 0.50 0.00 0.50 10.50 − 
被験者 3-3 3-9 3-15 9-3 9-9 9-15 15-3 15-9 15-15 計 
1 0.25 0.50 0.25 0.25 0.00 0.75 0.00 0.75 0.25 その他 
2 0.25 0.25 0.50 0.00 0.25 0.75 0.00 0.00 1.00 その他 
3 0.25 0.25 0.50 0.25 0.75 0.00 0.00 1.00 0.00 その他 
4 0.75 0.25 0.00 0.00 0.25 0.75 0.00 0.00 1.00 Ｉ行動 
5 0.50 0.00 0.50 0.25 0.50 0.25 0.00 0.50 0.50 その他 
6 0.75 0.25 0.00 0.25 0.25 0.50 0.00 0.25 0.75 Ｉ行動 
7 0.50 0.50 0.00 0.50 0.50 0.00 0.00 0.25 0.75 その他 
8 0.25 0.75 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 1.00 0.00 その他 
9 0.75 0.25 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.50 0.50 その他 
10 0.25 0.75 0.00 0.25 0.50 0.25 0.00 1.00 0.00 その他 










合計 5.50 3.75 1.75 1.75 6.00 3.25 0.00 5.25 5.75 − 
被験者 3-3 3-9 3-15 9-3 9-9 9-15 15-3 15-9 15-15 計 
1 0.50 0.50 0.00 0.50 0.00 0.50 0.00 0.50 0.50 その他 
2 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
3 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
4 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
5 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
6 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
7 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
8 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
9 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｄ行動 
10 1.00 0.00 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 Ｉ行動 












合計 10.50 0.50 0.00 1.50 9.00 0.50 0.00 0.50 10.50 − 
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表７．実験Ⅱにおける真実表明率と各種戦略選択行動を採用した被験者の割合 
   
 高コストケース（c＝22) 低コストケース（c＝14) 
 追加措置なし 事前利得計算 詳細利得表 追加措置なし 事前利得計算 詳細利得表 
 (実験Ⅰセッション1,2) (セッション1,2) (セッション3,4) (実験Ⅰセッション1,2) (セッション1,2) (セッション3,4) 
真実表明率 65.8％ 59.1％ 90.9％ 74.2％ 52.3％ 90.9％ 
Ｄ行動 2名(20.0％) 2名(18.2％) 9名(81.8％) 4名(40.0％) 1名( 9.1％) 9名(81.8％) 
Ｉ行動 4名(40.0％) 2名(18.2％) 1名( 9.1％) 0名( 0.0％) 2名(18.2％) 1名( 9.1％) 
その他 4名(40.0％) 7名(63.6％) 1名( 9.1％) 6名(60.0％) 8名(72.7％) 1名( 9.1％) 
計 10名 11名 11名 10名 11名 11名 
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